
人口問題研究（J.ofPopulationProblems）72－1（2016.3）pp.28～43

特集：『第５回全国家庭動向調査（2013年）』の個票データを

利用した実証的研究（その１）

親の介護への既婚女性の関わりと世代間の量的関係

小 山 泰 代

Ⅰ 分析の背景と目的

厚生労働省の平成25年国民生活基礎調査（厚生労働省 2014）によれば，要介護者の主

な介護者の61.6％を同居の家族・親族が占めている．その内訳をみると，もっとも多いの

は要介護者の配偶者（26.2％）で，次いで子（21.8％），子の配偶者（11.2％）と続く．近

年では，配偶者や子の占める割合はゆるやかに拡大しているが，子の配偶者の割合はこの

10年ほどの間に10ポイント近く低下している．また，同居の主な介護者の性別は，男性が

31.3％，女性が68.7％で，依然として女性が多数を占めているが，20年前には8割を超え

ていた女性の割合も少しずつ低下している．家族の介護における子世代や女性の果たす役

割は依然として大きいものの，かつてとは異なる変化の潮流も見受けられる．そうした変

化の中で，介護場面におけるこれまでの様々な様相に加えて，男性介護者（津止・齋藤

2007）や介護離職（相澤他 2014），あるいはヤングケアラー（澁谷 2012）やダブルケア

（相馬・山下 2013）といった新たな課題も浮き彫りになってきた．また，介護を支援する

制度面では，2025年に向けて推進されている地域包括ケアシステムの構築において，住ま

い，医療，介護，予防，生活支援を一体的に提供するために，それらに対応するニーズの
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親の介護をめぐり，介護する側と介護される側の状況が変わりつつある中，地域包括ケアシステ

ムの構築が進み，介護ニーズや介護支援ニーズの量的分析が求められている．本稿は，将来の子世

代にかかる介護負担や，介護ニーズ，介護支援ニーズを定量的に検討するための予備的考察として，

家庭機能に関する全国調査（第5回全国家庭動向調査（国立社会保障・人口問題研究所））の個票

データを用いて，依然として在宅家族介護の中心的存在である既婚女性を対象に，親の介護に関わ

る最近の状況を明らかにする．具体的には，既婚女性について，親の状況（生死，同別居，介護要

否）と親の介護への関わりを集計し分析する．さらに，少子化や長寿化を受けて，親世代と子世代

の量的関係がどのように推移するのかを，子世代（子夫婦）のきょうだい数を考慮した指標を作成

して検討する．

親の状況の分析からは，介護の必要な親の割合として，同居の親についてはおおむね1～4％，

別居の親については3～12％であることが分かった．また，介護の必要な親をもつ60歳以上の既婚

女性の2～4割は親の介護に関わっており，40歳代までの既婚女性では11歳以下の子どもをもちな

がら親の介護に関わるケースが少なくないことなどが示された．親世代と子世代の量的関係として，

子夫婦のきょうだい数を考慮した夫婦1組あたりの生存親数という指標を作成し，それが今後も増

大する可能性のあることを示した．



質的・量的分析が求められている．将来のケア体制を構築する上では，介護をとりまく環

境の変化とともに，次々と発生する新たな課題にも着目しなければならない．

要介護者や介護者の分布といった全体像については，全国レベルでは厚生労働省の国民

生活基礎調査の大規模年（直近は平成25年調査）がある．また，小規模ではパネルデータ

による集計も報告されている（井上 2003）．将来の介護ニーズや介護支援ニーズを見通す

ためには，介護の当事者のおかれた状況を把握する必要があるが，家族介護の中心となり

得る女性，とりわけ既婚女性について，親の状況（生死や同別居，介護の要否等）をまと

めたものは少ない．筆者は，国立社会保障・人口問題研究所が実施している全国家庭動向

調査（後述）の第2回以降の調査データをもとに，既婚女性（場合によっては有配偶女性）

についての親の状況を，既婚女性本人の父親・母親，夫の父親・母親のそれぞれについて

計測してきた（小山 2001，小山 2012）．

全国家庭動向調査は，国立社会保障・人口問題研究所が実施している全国調査で，変わ

りつつある家庭機能の実態を把握することを目的として，1993年に初めて行われた．以来，

同調査は5年毎に実施され，家庭における家事・育児や介護などについて調査を重ねてい

る．筆者は，前述の親の状況とともに，第2回全国家庭動向調査（1998年実施）の個票デー

タを用いて，別居介護や遠距離介護といった新たな介護の形を分析し（小山 2001），第4

回調査（2008年実施）の個票データを用いて，介護者の離職を規定する要因を分析した

（小山 2012）．

介護をめぐる課題の中で，介護者の離職については，近年盛んに研究が行われている．

初期には介護者の就業形態の変化を扱うものが多かったが（岩本 2000，西本 2007など），

団塊の世代の高齢化とともに介護のために離職する者が増加することが懸念されるように

なり，また，介護者が介護のために離職したことで貧困問題へと連鎖していく問題がクロー

ズアップされるなど社会的関心が高まり，最近では介護離職を防ぐために効果的な政策の

量的分析（相澤他 2014）なども報告されている．

また，人口の面から将来の子世代の介護負担を探るものとしては，一般には従属人口比

率や老年人口比率といった人口の年齢構造による指標があるが，日本大学人口研究所2003

は，高齢者1人あたりの娘や息子の嫁の数を家族扶養能力と呼び，その将来推計や国際比

較も行い，家族扶養能力の将来の低下を示している．

本稿では，第5回全国家庭動向調査（2013年実施）の個票データを用いて，既婚女性を

中心に，要介護状態や居住場所をはじめとする親の状況や，親の介護への関わりについて，

介護に関する最近の関心事に照らしながら家族介護に関連して既婚女性がおかれた状況の

実態を把握する．また，少子化や長寿化の進行によって，親世代と子世代の量的関係がど

のように推移するのかを，子世代（子夫婦）のきょうだい数に着目して検討する．これら

をもって，将来の子世代にかかる介護負担や，介護ニーズ，介護支援ニーズを定量的に検

討するための予備的分析としたい．
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Ⅱ データおよび方法

本稿の分析には，国立社会保障・人口問題研究所が2013年に実施した第5回全国家庭動

向調査（以下，第5回調査）の個票データを使用する．全国家庭動向調査は1993年から5

年毎に実施されており，第5回調査は，全国の国勢調査区から無作為に抽出された300地

区において，結婚経験のある女性（離死別者を含む）を対象として行われたものである．

調査票配布数12,289票に対して有効回収票数は9,632票（結婚経験のある女性のいない世

帯で世帯主が回答したものを含む）で，配布数に対する有効回収率は78.4％である．この

うち，有配偶女性の回答票は6,409票，離別女性が516票，死別女性が802票で，これらを

合わせた7,727票が結婚経験のある女性（以下，既婚女性と呼ぶ）の回答票総数である．

既婚女性の親の介護への関わりを広く把握するため，本稿では，この離死別を含めた

7,727人を分析対象とする．

本稿では，まず，既婚女性の親の介護への関わりについて，クロス集計によって実態を

明らかにする．さらに，生存している親の数と，夫婦のきょうだい数を用いて，親世代と

子世代の量的な関係を整理する．また，既婚女性のきょうだい数と実際に親を介護してい

るか否かを検討する．
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表１ 親の生死・同別居・要介護の状況
（％）

自分の父親 自分の母親 夫の父親 夫の母親

自分の配偶関係 総数 有配偶 離別 死別 総数 有配偶 離別 死別 有配偶 有配偶

ケース数 7,727 6,409 516 802 7,727 6,409 516 802 6,409 6,409

生存 36.1 39.7 38.6 5.9 53.5 57.9 60.9 13.3 33.9 51.0

同居 4.2 3.6 16.5 1.0 6.7 5.6 26.9 2.5 8.8 14.3

要介護 0.9 0.8 2.9 0.5 2.3 2.0 7.0 1.7 1.9 4.2

介護不要 3.2 2.8 13.2 0.5 4.3 3.6 19.6 0.6 6.7 9.8

不詳 0.1 0.1 0.4 0.0 0.1 0.1 0.4 0.1 0.2 0.4

別居 30.5 34.5 21.1 4.5 44.4 49.8 31.6 9.9 23.3 34.0

要介護 5.8 6.5 5.4 1.2 12.0 13.0 9.3 5.4 3.2 7.1

介護不要 23.5 26.8 14.9 2.5 30.8 35.0 19.4 4.0 18.9 24.7

不詳 1.2 1.2 0.8 0.7 1.7 1.7 2.9 0.5 1.2 2.2

不詳 1.4 1.5 1.0 0.4 2.4 2.5 2.3 1.0 1.8 2.7

要介護 0.1 0.1 0.0 0.0 0.4 0.4 0.4 0.0 0.1 0.4

介護不要 0.5 0.6 0.2 0.1 0.8 0.9 0.6 0.4 0.7 0.9

不詳 0.8 0.8 0.8 0.2 1.2 1.3 1.4 0.6 0.9 1.4

死亡 53.1 50.6 52.5 73.2 36.9 33.5 33.3 66.3 51.3 36.0

不詳 10.8 9.7 8.9 20.9 9.6 8.6 5.8 20.3 14.9 13.0

要介護（再掲） 6.9 7.4 8.3 1.7 14.6 15.4 16.7 7.1 5.2 11.7

注）すべてケース数に対する割合．
「同居」は問12（3）の「同じ建物内」および「同じ敷地内の別棟」とした．
「要介護」は問13（1）の「一日中必要」および「ときどき必要」とした．



Ⅲ 既婚女性の介護の実態

1． 親の状況

調査対象の既婚女性（有配偶・離別・死別）全体について，自分と夫の親の状況は表1

のようにまとめられる．ここでは，調査対象の総数に対して，生存／死亡，同居／別居，

介護の要／不要の分布を示している．自分の親については，配偶関係別（有配偶／離別／

死別）の分布も示した．

まず，離死別を含めた総数について，自分の親の分布を見ると，父親では36.1％，母親

では53.5％が生存している．これらのうち，同居しているのは，父親では4.2％，母親で

は6.7％である．さらに，0.9％には同居の要介護の父親が存在し，5.8％には別居の要介護

の父親が存在する．また，2.3％には同居の要介護の母親が存在し，12.0％には別居の要

介護の母親が存在する．同別居を考えない場合には，自分の親が要介護である割合は，父

親では6.9％，母親では14.6％である．自分の親について，配偶関係別にみると，まず，

生存している割合は，死別者においては父親で5.9％，母親で13.3％と，有配偶・離別に
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表２ 親の年齢別 介護の必要な親の割合
（％）

親の年齢 自分の父親 自分の母親 夫の父親 夫の母親

59歳以下 3.2 6.3 0.8 2.9

60-64歳 2.9 6.9 3.5 3.6

65-69歳 5.8 7.0 3.5 5.2

70-74歳 11.8 15.8 8.5 9.3

75-79歳 26.6 27.2 16.5 22.2

80-84歳 36.8 50.0 28.7 43.9

85-89歳 56.7 69.9 50.9 67.3

90歳以上 74.7 83.7 73.2 82.6

注）介護の要不要を除く生存親総数に対する割合

表３ 自分の年齢別 介護の必要な親の割合
（％）

自分の年齢 自分の父親 自分の母親 夫の父親 夫の母親

29歳以下 3.8 6.1 3.3 3.6

30-34歳 3.4 5.4 3.7 5.7

35-39歳 6.7 9.4 7.1 6.8

40-44歳 15.1 14.2 13.1 11.7

45-49歳 23.3 18.1 19.9 19.6

50-54歳 40.5 39.7 33.0 40.8

55-59歳 52.5 60.2 59.6 60.1

60歳以上 62.7 74.1 56.3 72.3

注）介護の要不要を除く生存親総数に対する割合

図１ 親の年齢別 介護の必要な親の割合 図２ 自分の年齢別 介護の必要な親の割合



おけるそれらよりも著しく低い．これは，死別者の年齢が有配偶者および離別者の年齢よ

りも高いためである．死別者においては，親の生存割合が低いため，要介護の親のいる割

合も低いが，それでも，父親で1.7％，母親で7.1％は介護の必要な状態である．自分の親

が要介護である割合は，父親・母親ともに有配偶者よりも離別者のほうがやや大きい（父

親では有配偶者7.4％，離別者8.3％，母親ではそれぞれ15.4％，16.7％）が，同別居別の

内訳をみると，同居では離別者の方が大きく（父親では有配偶者0.8％，離別者2.9％，母

親ではそれぞれ2.0％，7.0％），別居では有配偶者の方が大きい（父親では有配偶者6.5％，

離別者5.4％，母親ではそれぞれ13.0％，9.3％）．有配偶者と離別者における同別居による

要介護割合の差は，離別者は有配偶者よりも同居割合が大きい（父親では有配偶者3.6％，

離別者16.5％，母親ではそれぞれ5.6％，26.9％）ことに対応している．

一方，夫の親については，父親では33.9％，母親では51.0％が生存している．いずれも

自分の親における割合よりもやや小さいが，これは妻よりも夫の方が年齢が高いケースが

多いことから，親の年齢も夫の方が高いケースが多いためであろう．同居している割合は，

父親で8.8％，母親で14.3％で，有配偶者で比較すると，自分の親におけるそれらの割合

よりも高い．これに対応し，要介護の親のいる割合は，同居の父親では1.9％，母親では

4.2％で，自分の親における割合よりも高い．介護の必要な親は，同居の親より別居の親，

父親より母親に多く，また，同居の親では自分の親より夫の親，有配偶者より離別者に多

く，別居の親ではそれぞれ逆に，夫の親より自分の親，離別者より有配偶者に多いという
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表４ 親の介護要否別 親の居住状態
（％）

自分の父親 夫の父親

妻の配偶関係 総数 有配偶（再掲） 離別（再掲） 有配偶

親の介護要否 介護不要 要介護 介護不要 要介護 介護不要 要介護 介護不要 要介護

ひとり暮らし 5.5 8.8 5.2 7.7 9.0 18.6 5.6 7.5

夫婦ふたり暮らし 47.6 32.4 49.4 33.8 25.5 20.9 48.5 29.9

結婚している子どもと同居 19.2 26.9 20.3 28.9 4.1 7.0 27.3 38.9

結婚していない子どもと同居 22.6 15.3 20.0 12.4 56.6 39.5 14.0 6.9

長期入院・入所中 0.3 13.7 0.2 14.1 0.0 11.6 0.2 15.0

その他 4.8 2.9 4.8 3.0 4.8 2.3 4.4 1.8

子どもと同居（再掲） 41.8 42.2 40.4 41.3 60.7 46.5 41.3 45.8

自分の母親 夫の母親

妻の配偶関係 総数 有配偶（再掲） 離別（再掲） 有配偶

親の介護要否 介護不要 要介護 介護不要 要介護 介護不要 要介護 介護不要 要介護

ひとり暮らし 11.6 19.4 11.6 20.0 10.4 15.5 12.9 15.8

夫婦ふたり暮らし 37.0 13.2 38.8 13.8 17.3 10.7 36.6 12.0

結婚している子どもと同居 23.7 33.0 24.9 35.2 5.9 14.3 32.2 43.5

結婚していない子どもと同居 22.8 16.5 19.8 12.9 59.9 47.6 14.1 6.5

長期入院・入所中 0.8 15.7 0.7 15.6 2.5 10.7 0.5 20.1

その他 4.2 2.3 4.2 2.5 4.0 1.2 3.6 2.2

子どもと同居（再掲） 46.5 49.5 44.7 48.1 65.8 61.9 46.3 50.0

注）親の居住状態不詳を除く割合



傾向がみられる．

介護の必要な親の割合を親の年齢でみると（表2，図1），親が高齢になるほど要介護

の割合が高いことが確認できる．生存している親における要介護の割合は，70-74歳で1

割前後となった後，80-84歳で3～5割，90歳以上で7～8割と大きく伸びている．要介

護の割合は，年齢階級ごとにみると母親の方が父親よりもやや大きい．これを調査対象者

の年齢（「自分の年齢））でみてみると（表3，図2），親の年齢における分布に対応して

高齢になるほど高く，40-44歳で1割を超え，45-49歳で2割前後，50-54歳で3～4割，

55-59歳で5～6割と増大し，60歳以上では自分または夫の母親では7割を超えている．

妻の年齢が50歳代の後半には，いずれかの親に介護が必要となる可能性が高いと考えられ

る．

既婚女性の親の状況として，親の居住状態を介護の要否別にみてみよう（表4）．ここ

では，有配偶の調査対象者と同居している親は「結婚している子どもと同居」に含め，離

別または死別の調査対象者と同居している親は「結婚していない子どもと同居」に含めた．

これを見ると，まず，要介護の親には長期入院・入所が1～2割存在する点が介護不要の

親と大きく異なる．また，いずれの親においても，ひとり暮らしの割合は要介護の親の方

が高く，夫婦ふたり暮らしの割合は介護不要の親の方が高いが，前者は離別者の要介護の

親の場合をのぞいて父親より母親の方が高く，後者は母親よりも父親の方が高い．とりわ

け，要介護の母親では夫婦ふたり暮らしの割合は1割程度で，要介護の父親のそれよりも

20ポイントほど低い．子どもと同居している割合は，離別者においてのみ要介護の親の方

が低い．子どもと同居している親では，有配偶者の親においては，結婚している子どもと

同居している割合の方が結婚していない子どもと同居している割合よりも高いが，離別者

の親では逆の関係になっており，その差も30ポイント程度と大きい．これは，子どもの中

に離別者がいるという条件もあるが，離別者の居住場所として親元が大きな位置を占めて

いるという見方もできよう．表4の居住世帯の分布について，在宅の4カテゴリー（ひと

り暮らし，夫婦ふたり暮らし，結婚している子どもと同居，結婚していない子どもと同居）
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表５ 自分の年齢別 親を介護している割合
（％）

自分の年齢 自分の父親 自分の母親 夫の父親 夫の母親

29歳以下 0.0 0.0 0.0 20.0

30-34歳 0.0 4.8 9.1 10.5

35-39歳 9.1 11.1 10.3 3.0

40-44歳 17.1 12.9 14.3 18.8

45-49歳 11.4 14.7 19.7 19.4

50-54歳 23.0 23.7 13.6 14.5

55-59歳 20.8 22.2 27.4 31.5

60歳以上 20.3 25.7 40.0 37.2

注）要介護の親に対する割合

図３ 同別居別 親を介護している割合



に限定して，親の介護の要否で分布に差があるかを確認すると，χ2検定ではすべて有意

水準0.01％で有意である．つまり，親の介護の要否，言い換えれば，親の介護と居住状態

には関連があることが分かる．

2． 親の介護への関わり

既婚女性の親の要介護の状況はこれまで見た通りであるが，次に，このような親の介護

に既婚女性がどのように関わっているかをみていく．第5回調査では，介護に関する設問

として，調査対象者に対して，まず，現在家族の介護に関わっているかを尋ね，介護に関

わっていると答えた者については，さらに，誰を介護しているか（複数回答）を尋ねてい

る．ここでは，現在家族の介護に関わっているかという問（問14（1））において，「中心と

なって介護している」または「中心的な介護者を手伝っている」と回答し，さらに，誰を

介護しているかという問（問14（2））において，「あなたの父親」「あなたの母親」「夫の父

親」「夫の母親」のいずれかを選択した者を，現在親を介護している者とする．

要介護の親をもつ既婚女性のうち，上記の親を介護している者の割合を当該親との同別

居の別に求めたものを図3に示す．親を介護している割合は，同居の場合に総じて高く，

自分の父親で40.6％，母親で49.2％，夫の父親で36.1％，母親で41.0％と3～5割程度で

ある．対して，別居の場合には，自分の父親で11.9％，母親で14.3％，夫の父親で6.8％，

母親で9.3％と，それぞれ同居の場合より30ポイントほど低くなっている．父親より母親

の介護をしている割合が高い傾向があるのは，父親に介護が必要になったときには，母親

がその介護を行うケースがあるためと考えられる．また，同居か別居かに関わらず，夫の

親よりも自分の親の介護をしている割合の方が高い．

自分の年齢別には，親を介護している割合は自分の親では50-54歳以降で20％を超える．

夫の親では55-59歳で3割前後となり，60歳以上では4割程度となる．既婚女性にとって

は，50歳代からが親の介護への関わりの中心的な期間といえ，自身が高齢期に入っても親

の介護を担うという，いわゆる老老介護の状況を示すものでもある．
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表６ 自分の年齢別 親を介護している既婚女性の同居末子年齢
（％）

妻の年齢 総数

子どもと同居

子どもと
非同居

子ども
なし

18歳以上
の子どもと
同居

12-17歳の
子どもと
同居

6-11歳の
子どもと
同居

3-5歳の
子どもと
同居

1-2歳の
子どもと
同居

0歳の
子どもと
同居

総数 431 38.7 10.2 7.9 1.9 0.7 0.5 31.6 8.6

39歳以下 16 0.0 0.0 37.5 12.5 6.3 12.5 0.0 0.0

40-44歳 38 5.3 28.9 42.1 7.9 5.3 0.0 2.6 7.9

45-49歳 48 22.9 41.7 14.6 4.2 0.0 0.0 2.1 14.6

50-54歳 83 63.9 8.4 2.4 0.0 0.0 0.0 14.5 10.8

55-59歳 114 50.9 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 36.8 7.0

60-64歳 79 38.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 57.0 5.1

65歳以上 53 24.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 66.0 9.4

※子との同別居不詳を除く割合



老老介護とともに，最近では，親の介護と子育てを同時期に行うダブルケアと呼ばれる

状況が問題とされている．表6に，親を介護している既婚女性の同居子の末子年齢の分布

を示す．自分の年齢別にみると，39歳以下と40-44歳では小学生に相当する6-11歳の子ど

もと同居する者の割合が4割程度あり，幼稚園に相当する3-5歳の子どもと同居する者も

1割前後存在する．

また，介護している親の家までの所要時間をみると（表7），自分の親と夫の親とでは

分布が異なっている．自分の親については，父親・母親とも同居がもっとも多く3割強～

4割，次いで30分未満が約3割，以下，所要時間が長いほど割合は小さくなるが，2時間

以上という距離でも，1割程度を示している．一方，夫の親については，所要時間が長い

ほど割合が小さくなるのは自分の親と同様だが，父親・母親とも同居が7割強と大きな割

合を占めており，それに次ぐ30分未満ではいずれも60ポイント近く小さい．先に見た要介

護の親の居住世帯とも関わるが，自分の親に対しては遠距離でも何らかの関わりをもつ一

方，夫の親に対しては同居家族の果たす役割が大きいことがうかがえる．

介護と就業という点から，親を介護している者の仕事の継続状況をみてみよう．第5回
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表７ 介護している親の家までの所要時間
（％）

自分の父親 自分の母親 夫の父親 夫の母親

総数 85 223 62 154

同居 32.9 39.5 72.6 72.7

30分未満 25.9 30.5 12.9 16.9

30-60分 16.5 10.8 8.1 3.9

1-2時間 14.1 9.4 6.5 3.9

2時間以上 10.6 9.9 0.0 2.6

注）親の家までの所要時間不詳を除く割合

表８ 介護直前の仕事の継続
（％）

いずれかの
親を介護

妻の親を
介護

夫の親を
介護

総数 322 181 157

続けた 68.3 66.9 72.6

やめた 31.7 33.1 27.4

注）就業継続不詳を除く割合

図４ 妻の年齢別 生存親数（第５回）表９ 妻の年齢別 生存親数（第５回）
（人）

妻の年齢 妻の親 夫の親 妻と夫の親

24歳以下 1.85 1.84 3.67

25-29歳 1.88 1.85 3.73

30-34歳 1.88 1.83 3.70

35-39歳 1.80 1.73 3.53

40-44歳 1.67 1.58 3.26

45-49歳 1.54 1.38 2.93

50-54歳 1.23 1.06 2.26

55-59歳 0.90 0.71 1.58

60-64歳 0.52 0.38 0.87

65-69歳 0.20 0.17 0.38

70-74歳 0.10 0.05 0.15

75歳以上 0.04 0.04 0.09

総数 5,749 5,413 5,289

注）生死不詳の親のいる者を除いて集計



調査では，現在の介護に関わり始める直前にしていた仕事（問14（6））と，それを現在も

続けているかどうか（問14（7））を尋ねている．表8をみると，介護直前にしていた仕事

を現在までにやめた者は約3割である．介護の対象が妻の親か夫の親かで区別してみると，

妻の親を介護している場合のほうが，夫の親を介護している場合よりも仕事をやめた者の

割合はやや高い．
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図５－ｂ 妻の年齢別 夫の生存親数

（第２回，第４回，第５回）

図５－ａ 妻の年齢別 妻の生存親数

（第２回，第４回，第５回）

図５－ｃ 妻の年齢別 妻と夫の生存親数

（第２回，第４回，第５回）

注）第2回の「24歳以下」の値は「20-24歳」の値．
第2回および第4回の「75歳以上」の値は「75-79歳」の値．

注）第2回の「24歳以下」の値は「20-24歳」の値．
第2回および第4回の「75歳以上」の値は「75-79歳」の値．

注）第2回の「24歳以下」の値は「20-24歳」の値．
第2回および第4回の「75歳以上」の値は「75-79歳」の値．



Ⅳ 夫婦と親の量的関係

夫婦とその親の量的関係を考えると，少子化は子世代のきょうだい数の減少をもたらし，

平均寿命の伸長は親の死亡を減少させる．少子高齢化が進む社会では，個人あるいは夫婦

が介護する親の数は増えていくと考えられる．筆者は，1998年（第2回）および2008年

（第4回）に実施された全国家庭動向調査のデータを用いて，夫婦における親の介護負担
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図６ 妻の年齢別 平均きょうだい数（第５回）表10 妻の年齢別 平均きょうだい数

（第５回）
（人）

妻の年齢 妻 夫

24歳以下 2.73 2.84

25-29歳 2.59 2.57

30-34歳 2.55 2.53

35-39歳 2.42 2.45

40-44歳 2.49 2.40

45-49歳 2.50 2.54

50-54歳 2.63 2.83

55-59歳 3.04 3.14

60-64歳 3.41 3.53

65-69歳 3.75 3.82

70-74歳 3.83 3.82

75歳以上 3.90 3.68

総数 6,269 6,223

注）きょうだい数不詳の者を除いて集計．
妻または夫自身を含む．

図７－ａ 妻の年齢別 妻の平均きょうだい数

（第２回，第４回，第５回）

図７－ｂ 妻の年齢別 夫の平均きょうだい数

（第２回，第４回，第５回）

注）第2回の「24歳以下」の値は「20-24歳」の値．
第2回および第4回の「75歳以上」の値は「75-79歳」の値．

注）第2回の「24歳以下」の値は「20-24歳」の値．
第2回および第4回の「75歳以上」の値は「75-79歳」の値．



を定量的に観察してきた．それらを踏まえ，ここでは，最近の状況として，第5回調査の

データを用いて，同様の観察を行う．具体的には，有配偶女性について，本人および夫の

きょうだい数と親（本人の親および夫の親）の数の平均をそれぞれ求め，両者の関係を把

握する．

まず，介護される側の指標として，夫婦のそれぞれについて，生存している親の数に着

目する．なお，夫婦を単位とするため，ここでの分析対象は有配偶女性（6,409人）であ

る．妻（調査対象者）の年齢別にみた夫婦それぞれの平均生存親数および夫婦ごとの平均

生存親数を表9，図4に示す．これらを見ると，妻と夫のどちらにおいても，20歳代では

平均生存親数は2に近く，両親ともに健在であるケースが多いことが分かる．平均生存親

数は，妻，夫とも，30歳代以降次第に減少し，減少のスピードも徐々に大きくなっている．

55-59歳では，妻，夫ともに，平均生存親数は1を下回り，60歳代になると，妻の親と夫

の親を合わせても生存する親の平均は1人を下回る．過去と比較すると（図5），妻，夫，

夫婦ごとの平均生存親数はほとんどの年齢階級で15年前（第2回）よりも増加している．

一方，介護する側の指標として，夫婦のそれぞれについて，きょうだい数に着目する．

妻の年齢階級別にみた夫婦それぞれの平均きょうだい数を表10，図6に示す．ここで，きょ

うだい数は生存しているきょうだいの数であり，妻または夫本人をそれぞれ含んでいる．

また，夫についても妻の年齢階級別に表章されていることに留意されたい．妻と夫の平均

きょうだい数の差は，主に，夫の年齢階級が妻と同じか，妻よりもひとつ上であることが

多いことから生じていると考えられる．このことは，妻にとっては，自分の親よりも高齢

の親をもつ可能性が高まることを意味する．平均きょうだい数は，45-49歳までは2.5前後

であるが，それ以降はおおむね年齢が高いほど多く，妻においては75歳以上の3.90，夫に

おいては65-69歳および70-74歳の3.82が最大となっている．こうした傾向は，これまでの
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図８ 妻の年齢別 きょうだい１人あたりの

生存親数（第５回）

表11 妻の年齢別 きょうだい１人あたりの

存親数（第５回）
（人）

妻の年齢 妻 夫 妻＋夫

24歳以下 0.68 0.65 1.33

25-29歳 0.72 0.72 1.45

30-34歳 0.74 0.72 1.46

35-39歳 0.74 0.71 1.45

40-44歳 0.67 0.66 1.33

45-49歳 0.62 0.55 1.16

50-54歳 0.47 0.37 0.84

55-59歳 0.30 0.22 0.52

60-64歳 0.15 0.11 0.26

65-69歳 0.05 0.05 0.10

70-74歳 0.03 0.01 0.04

75歳以上 0.01 0.01 0.02



少子化の進行を反映したものと言える．現在の30歳代や40歳代は，現在の50歳代よりもす

でに平均きょうだい数が少ない．さらに，加齢とともにきょうだい数は減少していく．多

くの有配偶女性が介護に直面する50歳代において，現在の30歳代や40歳代の有配偶女性は，

現在の50歳代よりも量的な負担が大きくなることが見てとれる．

上述の介護される側の指標と介護する側の指標から，妻の年齢階級別にきょうだい1人

あたりの生存親数を求めたものを表11，図8に示す．例えば，50-54歳の妻についてみる

と，自身の親については，平均してきょうだい2.63人で1.23人の親を支えていることにな

り，きょうだい1人あたりでみると，生存親数は0.47人となる．同様に，妻が50-54歳の

場合の夫については，きょうだい1人あたりの生存親数は0.37人となる．両者の和を夫婦

1組あたりの生存親数とすると，妻が50-54歳の場合では，夫婦1組すなわち夫と妻の2

人に対して0.84人の親が存在していることになる．すでに見たように，概して，若い年齢

層では生存親数は多く，きょうだい数は少ない．逆に，高齢層では生存親数は少なく，きょ

うだい数は多いという傾向がある．このため，夫婦1組あたりの生存親数は，若年層で多

く，高齢層で少ない．夫婦1組あたりの生存親数がもっとも大きいのは妻30-34歳の1.46

である．

妻の年齢階級別の夫婦1組あたりの生存親数を1998年（第2回），2008年（第4回）と

比較してみると（図9），35-39歳以上で上昇している様子が分かる．例えば55-59歳にお

いては，0.20（第2回）から0.43（第4回），0.52（第5回）と，この15年間におよそ2.6

倍という増加を示している．また，その前後の年齢層である50-54歳，60-64歳においても，

15年間で2倍以上の増加となっている．

ある年齢層に着目したとき，少子化の点から，妻または夫の将来のきょうだい数は現在

―39―

図９ 妻の年齢別 夫婦１組あたりの生存親数

（第２回，第４回，第５回）

注）第2回の「24歳以下」の値は「20-24歳」の値．
第2回および第4回の「75歳以上」の値は「75-79歳」の値．



よりも大きく増えることは考えにくいが，他方，長寿化の点からは，将来の生存親数は増

加する可能性がある．したがって，年齢階級別にみた夫婦1組あたりの生存親数は，将来

増加すると推測される．現在もっとも妻の平均きょうだい数が小さいのは35-39歳の2.42

（夫の平均きょうだい数は2.45）であるが，仮に，この平均きょうだい数がこのまま維持

されたとして，この年齢層が50-54歳になったときに，平均生存親数が現在の50-54歳にお

けるそれと同じ水準（妻の親で1.23，夫の親で1.06）であったとすると，夫婦1組あたり

の生存親数は0.94となる．これは現在の妻50-54歳における値（0.84）より大きい．第2回

（1998年）について同様の条件で試算を行うと，妻35-39歳の夫婦について，妻が50-54歳

になったときの夫婦1組あたりの生存親数は0.53となる．1998年の35-39歳は2013年の50-

54歳に相当するが，2013年の妻50-54歳の夫婦1組あたりの生存親数は前述の通り0.84で，

試算の結果（0.53）よりも大きい．妻50-54歳の夫婦における生存親数は，この間に1.47か

ら2.26へと54％増加しており，親世代の死亡率が改善すれば，将来の夫婦1組あたりの生

存親数はさらに増えるだろう．

では，きょうだい数と親の介護への参加状況の実際の関係はどのようになっているだろ

うか．第5回調査における，要介護の親をもつ既婚女性のうち，親を介護している者の割

合をきょうだい数別にまとめたものを表12に示す．ここで，きょうだい数には，自分の親

の場合には自分（既婚女性）のきょうだい数，夫の親の場合には夫のきょうだい数を用い

た．きょうだいが少ないほど介護している割合が大きいという直線的な関係は，自分の母

親においては見られるものの，他の親においては認められない．特に，夫の親については，

夫のきょうだいが4人以上の場合の介護割合が，きょうだいが3人のときよりも5～13ポ

イントも大きくなるなど，特異な動きがみられる．それぞれの親について，介護している

か否かの分布をもとにχ2検定を行うと，有意となったのは自分の母親のみであった（1

％水準で有意）．実際に親の介護に関わるかどうかには，きょうだい内の男女の組み合わ

せや自信の出生順位など，きょうだい数以外の要因も影響があるだろう．

Ⅴ 考察とまとめ

将来の子世代の介護負担，あるいは介護ニーズや介護支援ニーズの定量的把握のための

予備的考察として，本稿では，全国調査の個票データを用いて，既婚女性の親の状況を親
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表12 きょうだい数別 親を介護している割合
（％）

きょうだい数
1人

（きょうだいなし）
2人 3人 4人以上 χ2検定

自分の父親 13.0 17.9 10.5 12.9 n.s.

自分の母親 30.4 19.4 18.5 10.7 p<0.01

夫の父親 11.5 16.7 15.3 28.9 n.s.

夫の母親 30.2 18.3 19.8 24.4 n.s.

注）要介護の者に占める妻の介護対象となっている者の割合．
n.s.は有意でないことを示す．



の生死，同別居，介護の要否の点から整理した．その結果，既婚女性においては，同居の

親についてはおおむね1～4％，別居の親については3～12％に介護が必要であることが

分かった．これは，親の介護の発生割合として，ひとつの目安といえるだろう．また，離

別女性は，有配偶女性よりも要介護の親のいる割合がやや高く，特に，自身の同居の父親・

母親でその傾向が強く見られた．離別者にとっては，親元は離別後の居住場所として重要

であるが，親に介護が必要になったときには，在宅介護と就業の両立の負担は大きく，離

職につながりやすいと考えられる．年齢別の分析では，既婚女性では，50歳代が親の介護

に直面しやすい時期であることが分かった．さらに，60歳以上でも，生存するいずれの親

でも6～7割は介護が必要で，実際に2～4割の既婚女性は親の介護にかかわっている．

いわゆる老老介護は，むしろ介護の主要な形となるかもしれない．その一方で，40歳代ま

での既婚女性で親を介護している場合には，幼児や児童をもつものも少なくなく，晩産化

がさらに進行すれば，介護と育児のダブルケアへの関心もより高まるだろう．ダブルケア

は，介護支援だけでなく，新たな保育ニーズを生じる可能性もある．また，親の居住状態

（居住世帯）が親の介護要否と関連があることが示された．そこでは，在宅介護の中心が

家族であることとともに，家族介護の担い手としての母親（ここでいう既婚女性の親世代）

の存在感がうかがえる．冒頭に引いた国民生活基礎調査の数字からは，在宅介護における

「嫁（親から見た息子の配偶者）」の位置づけは以前より薄くなりつつあるが，「妻（親夫

婦における妻）」の位置づけに大きな変化はみられない．同じ既婚女性でも，要介護者が

親か夫かによって，求められる役割が異なっているといえよう．それはまた，夫婦それぞ

れが「自分の親は自分で介護する」という意識をもつようになったとともに，その意識を

現実につなげるようになったことの現れとも考えられる．

既婚女性（有配偶女性）という切り口から，本稿では，将来の介護負担を計測する指標

として，夫婦のきょうだい数を考慮した夫婦1組あたりの生存親数を求めた．夫婦1組あ

たりの生存親数は，少子化によってきょうだい数が減少したり，親の死亡率が改善するこ

とによって，今後も増大していくことが予想される．今回の親の状況分析では，要介護の

親は結婚している子との同居が多いことが分かったが，夫婦当たりの生存親数が増加すれ

ば，数的な意味で，子夫婦と同居できない親が増加することになる．さらに，少子化は，

きょうだい数の減少のほか，子のいない夫婦の増加につながる．また，少子化の背景にあ

る未婚率の上昇は，生涯未婚で配偶者や子を持たない高齢者を増加させる．こうしたこと

からは，在宅での家族介護には数的な限界があると考えられ，地域包括ケアシステムをは

じめとする今後の介護支援策においては，それを認識しておくことが不可欠といえる．

本稿の分析では第5回全国家庭動向調査の個票データを使用したが，調査上の課題とし

ては，男性介護者，未婚介護者，ヤングケアラーといった新たな介護の担い手については

ほとんど情報が得られない．全国家庭動向調査は，家庭機能の変容を明らかにするために，

家庭機能の中心を担っていた有配偶女性を対象として実施されてきたが，最近の流れでは，

家庭機能は有配偶女性以外へも分散している．介護に限らず，有配偶女性以外が果たす役

割を把握する工夫をさらに重ねていく必要がある．また，介護については，環境の変化な
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どもあって質問形式や同居や要介護状態の定義が調査回ごとに若干異なるため，時系列で

の厳密な比較が難しい．そのときの関心を反映させつつ，調査回間での整合を保つ工夫も

必要である．

親の介護というテーマにおいては今回の調査データに限界もあり，今回は予備的な分析

にとどまったが，今後は，介護者と要介護者をとりまく諸様相と，きょうだい数や親の数

といった人口面の両面から将来の介護負担やニーズを計測するべく，変数間の関連の分析

や変数選択などの作業に取り組みたい．
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APreliminaryAnalysisonCare-givingfortheElderlyParentsof
MarriedWomen

YasuyoKOYAMA

InaimingforanIntegratedCommunityCareSystem,quantitativeanalysisoflong-termcare

needsisrequired.Thepurposeofthisstudyisto1)todescribetherecentsituationofcare-giving

fortheelderlyparentsofmarriedwomen,and2)todevelopaquantitativeindexofthenumberof

parentspermarriedcouple

Datafromthe5thNationalSurveyonFamilyinJapanconductedbytheNationalInstituteof

PopulationandSocialSecurityResearchin2013wereused.Among7,277marriedwomen,includ-

ingthedivorcedandwidowed,1-12%ofthemhaveaparentwhoneedscare.Intheir50s,many

werefacingtheprospectofcaregivingfortheirparents.Moreover20-40%ofyoung-oldmarried

womenwerecaringfortheoldest-oldparents.Atthesametime,someprovidedcaretobothelderly

parentsandyoungchild(ren).

Aspotentialcare-takerswillbeneededinthefuture,thenumberofelderlyparentspermarried

couplewasestimated.Itwassuggestedthatadecreaseinthenumberofsiblingsandanincrease

inthenumberofelderlyparentswillenlargethisindex.


